
本巣市公示 第１９号

弾正幼児園建築設計業務について、公募型プロポーザルを実施するので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定により、次のとおり公告します。

令和３年５月１２日

本巣市長 藤原 勉

プロポーザルに付する事項

１ 業務概要

（１）業務名 弾正幼児園建築設計業務

（２）業務内容 弾正幼児園建築設計業務委託特記仕様書のとおり

（３）履行期間 契約締結日の翌日から令和４年３月２８日まで

２ 参加資格要件

プロポーザルに参加する事業者は、次に掲げる資格要件をすべて満たすものとする。

（１） 本巣市契約規則第２１条第２項に基づいて調整した本巣市指名競争入札参加者名簿・建

築設計業務に登録されている者で、岐阜県内に本店又は支店を有する者であること。た

だし、登録されていない者であっても、受託候補者決定の日までに登録申請をし、本市

が受理（県と共同受付）した場合は参加資格を有するものとします。

（２） 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定により、１級建築士事務所の登

録を受け、かつ現在も引き続き登録が有効である者。

（３） 管理技術者及び主任技術者として建築士法第２条の規定による一級建築士の資格を有す

る者を配置できること。

（３） 設計者に選定された場合、当該建築物の設計が可能な体制が取れること。

（４） 設計者に選定された場合、提案書提出時の設計担当者が当該建築物の設計を担当できる

こと。

（５）参加表明書の提出日において、いずれの自治体においても入札参加資格停止（指名停止）

を受けていないこと。

（６） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。

（７） 参加表明書の提出日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生

手続き開始の申し立てがなされていないこと。

（８） 参加表明書の提出日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事

再生手続き開始の申し立てがなされていないこと。

（９） 国税、地方税を滞納していないこと。

（10） 参加表明書の提出日において、本巣市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱に

基づく入札参加資格停止措置を受けていないこと。又は同要綱別表に掲げる措置要件に

該当しないこと。

（11） 平成１８年４月１日以降に、定員※１１２０人以上又は延床面積１，４００㎡以上の認定

こども園（幼保連携型又は保育所型）、認可保育所又は幼稚園※２の新築又は増改築に係

る設計業務を元請けとして履行した実績があること。



※１ 認可定員、利用定員を問わない。

※２ 幼稚園の場合、当該幼稚園の他に認定こども園又は保育所（定員は問わない）

の新築又は増改築に係る設計業務を元請として履行した実績があること。

３ 手続き等

（１）弾正幼児園建築設計業務公募型プロポーザル実施要領（以下「実施要領」という。）等の

配布

①配布場所

実施要領、特記仕様書及び各種様式等は、事務局及び本巣市ホームページ

（https://www.city.motosu.lg.jp/）から入手すること。
（２）参加表明書等の提出

提出先 事務局

提出方法 持参又は郵送による。

（郵送の場合は「一般書留」又は「簡易書留」による）

提出期限 令和３年５月２５日（火）午後５時１５分まで

（３）技術提案書等の提出

（２）で技術提案書の提出を要請された者は、次のとおり技術提案書を提出すること。

提出先 事務局

提出方法 持参又は郵送による。

（郵送の場合は「一般書留」又は「簡易書留」による）

提出期限 令和３年６月２８日（月）午後５時１５分まで 予定

４ 事務局

本巣市教育委員会幼児教育課

住 所：〒５０１－０４９４

本巣市下真桑１０００番地

電 話：０５８－３２３－１１４１（内線２１６１）

ＦＡＸ：０５８－３２２－２１３０

メール：jidou@city.motosu.lg.jp

５ その他

（１）提出期限以降における書類の差し替え及び再提出は認めない。

（２）提出書類に虚偽の記載をした場合は、提出書類を無効とするとともに、指名停止措置

を行うことがある。

（３）提出書類は返却しない。

（４）その他詳細については、プロポーザル実施要領によるものとします。

http://www.city.motosu.lg.jp/
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